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はじめに（文案） 

 

地球温暖化の影響は、世界規模で深刻さを増しており、私たちの暮らしや地域経済にも確

実に影響を及ぼしています。国や北海道、多くの市区町村で脱炭素社会の実現に向けた取組

みが進められている中、本市においても、独自の自然環境や景観を未来へ確実に引き継ぎ、

持続可能な地域づくりを進めるため、2050 年の CO₂（二酸化炭素）実質排出ゼロを目指し、カ

ーボンニュートラルの取組みを進めることを表明しています。 

根室市は、豊かな漁場、湿原や草原の生態系、そして風土に根ざした一次産業に支えられ

てきました。これらは本市の誇りであり、将来世代に引き継ぐべきかけがえのない資源です。 

一方で、エネルギーをめぐる社会情勢は大きく変化し、再生可能エネルギーの導入が全国

的に進む中、地域の自然環境や景観、産業との調和が改めて問われています。特に、土地を

大規模に改変する太陽光発電や鳥類への影響が懸念される風力発電については、地域の特

性を踏まえ、慎重な判断が求められています。 

こうした状況を踏まえ、このたび策定する「地球温暖化対策区域施策編」は、根室の自然と

暮らしを守りながら、脱炭素社会への移行を着実に進めるための道筋を示すものです。省エネ

ルギーの推進、建物や設備の効率化、地域資源を活かした取り組み、市民・事業者・行政が協

働して進める行動の促進など、地域の実情に即した施策を体系的に整理しています。 

本施策編が、根室市の未来を見据え、地域の皆さまと共に「自然と暮らしを守りながら進む

脱炭素」の実現に向けた共通の指針となることを願っています。今後も、市民の皆さまの声を

伺いながら、地域の特性を大切にした温暖化対策を着実に進めてまいります。 

根室市の持続可能な発展に向け、引き続きご理解とご協力を賜りますようお願い申し上げ

ます。 

 

 

根室市長 石垣雅敏 



 

 

目次 

 

1. 計画の基本的な事項 ....................................................... 1 
1.1 地球温暖化の状況と対策の動向 ...................................................... 1  

1.1.1 地球温暖化対策をめぐる国際的な動向 ............................................. 2 

1.1.2 国内の動向 ..................................................................... 4 

1.2 計画の位置づけ ................................................................... 7  

1.3 対象の範囲 ....................................................................... 7  

1.4 計画期間と目標年度 ............................................................... 7  

2. 根室市の現状と課題 ....................................................... 8 
2.1 自然状況 ......................................................................... 8  

2.1.1 気象 .......................................................................... 8 

2.1.2 重要な動物 ..................................................................... 9 

2.1.3 森林 .......................................................................... 9 

2.1.4 湖沼と湿原、藻場 .............................................................. 10 

2.1.5 環境の保全地域等 .............................................................. 12 

2.2 社会経済条件 .................................................................... 13  

2.2.1 人口 ......................................................................... 13 

2.2.2 土地利用...................................................................... 14 

2.2.3 産業 ......................................................................... 15 

2.2.4 防災上留意すべき地域 .......................................................... 19 

2.2.5 景観･観光資源 ................................................................. 19 

2.3 温室効果ガス排出量と再エネ導入量 ................................................. 20  

2.3.1 再エネ導入量の現状 ............................................................ 20 

2.4 市民・事業者の意識 .............................................................. 21  

2.4.1 市民及び中高生アンケート結果 .................................................. 21 

2.4.2 事業者アンケート結果 .......................................................... 27 

3. 将来予測と目標 .......................................................... 28 
3.1 温室効果ガス排出量の推計と CO2吸収量 ............................................. 28  

3.1.1 CO2吸収量の推計結果 ........................................................... 29 

3.1.2 温室効果ガス排出量の推計結果 .................................................. 30 

3.2 脱炭素シナリオ、温室効果ガス削減目標及び再エネ導入目標 ........................... 31 

3.2.1 脱炭素シナリオの温室効果ガス削減量 ............................................ 31 

3.2.2 脱炭素シナリオの消費エネルギー削減量 .......................................... 32 

3.2.3 温室効果ガス削減目標及び再エネ導入目標 ........................................ 33 

3.3 再エネ導入可能量と種別の再エネ導入目標（太陽光・風力） ........................... 34 

3.3.1 再エネ導入可能量の推計結果 .................................................... 34 

3.3.2 種別の再エネ導入目標 .......................................................... 35 

4. 取り組みと指標 .......................................................... 36 



 

 

4.1 根室市の脱炭素方針 .............................................................. 36  

4.2 施策の方向性 .................................................................... 37  

4.3 取り組みと指標 .................................................................. 38  

4.3.1 施策の方向性・・・地域資源の保全 .............................................. 38 

4.3.2 施策の方向性・・・再エネ・省エネ機器の導入 .................................... 40 

4.3.3 施策の方向性・・・市民の啓蒙・省エネ行動 ...................................... 41 

4.4 ゼロカーボンに向けてのロードマップ ............................................... 43  

5. 気候変動への適応策 ...................................................... 44 
5.1 適応策について .................................................................. 44  

5.2 気候変動の影響評価と適応策 ....................................................... 44  

6. 推進体制と進行管理 ...................................................... 45 

7. 資料編 ................................................................. 46 
7.1 北海道地球温暖化対策推進計画における主な対策・施策 ............................... 46 

7.2 防災上留意すべき地域の詳細位置 ................................................... 47  

7.3 根室市内の風力発電機及び太陽光発電所の位置 ....................................... 49  

7.4 アンケート結果 .................................................................. 50  

7.4.1 市民アンケート及び中高生アンケート結果 ........................................ 50 

7.4.2 事業者アンケート結果 .......................................................... 59 

7.5 温室効果ガス排出量の推計方法 ..................................................... 62  

7.6 吸収量の推計方法と推計条件 ....................................................... 65  

7.7 再エネ導入可能量 ................................................................ 67  

7.7.1 太陽光........................................................................ 67 

7.7.2 陸上風力...................................................................... 69 

7.8 省エネ設備・機器の導入の効果 ..................................................... 70  

7.9 省エネ行動とその効果............................................................. 71  

8. 用語集 ................................................................. 73 

 

 

 

 

 

 



 

1 

第
1
章 

第
2
章 

第
3
章 

第
4
章 

第
5
章 
第
6
章 

第
7
章 

 

1. 計画の基本的な事項 
1.1 地球温暖化の状況と対策の動向 

地球温暖化は暮らしの基盤を揺るがす深刻な環境問題です。世界平均気温は産業革命前から約

1.55℃上昇し[※1]、日本でもこの100年で約1.4℃上昇しています（図 1-1）。 

こうした地球温暖化は、主に人間活動による温室効果ガスの排出によって引き起こされてきたこと

は明白であり、大気、海洋、雪氷圏及び生物圏において、広範囲かつ急速な変化が現れていることが示

されました[※2]。特に1990年代半ば以降、猛暑年の頻度が急増し、陸域では猛暑や洪水リスクが増大

し、海域では海水温上昇により漁場環境が変化しています。日本近海では、過去100年で海面水温が約

1.33℃（北海道東部沿岸では1.78℃）上昇し[※3]、地域の漁業に深刻な打撃を与えています。 
 

 
2024年の世界平均気温は、WMOの報道によれば、産業革命前（1850–1900年）比で約1.55℃上回り、2015年から

2024年までの10年間は観測史上最も暖かい10年間であった。 

※1：WMO HP“WMO confirms 2024 as warmest year on record at about 1.55°C above pre-industrial level” 

 
IPCC（国連気候変動に関する政府間パネル）によると、人間活動が大気・海洋・陸域の温暖化を引き起こしてき

たことは明確であり、疑う余地がなく、大気、海洋、雪氷圏、生物圏における変化は広範かつ急速に進行してお

り、これらは地球温暖化の進行に伴って一層強まると結論づけられている 

※2：気候変動に関する政府間パネル（IPCC）第６次評価報告書 統合報告書（2023（R5）年） 

 
日本近海における2024年までの海域平均海面水温（年平均）の上昇率は、100年あたり1.33℃の割合となってい

る。なお、釧路沖では、100年あたり1.78℃の割合で上昇している。 

※3：気象庁「海面水温の長期変化傾向（日本近海）」 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
出典：温室効果ガスインベントリオフィス／全国

地球温暖化防止活動推進センターウェブ

サイト（https://www.jccca.org/） 
図 1-1 世界と日本の気温の変化 

日本の平均気温は、100 年あたり

1.4℃の割合で上昇しています。 
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1.1.1 地球温暖化対策をめぐる国際的な動向 

地球温暖化対策は、国際連合枠組条約（UNFCCC）を中心とした国際的枠組みを基盤とし、これを

補完する形で SDGs の目標が位置づけられています。両者は相互に関連しながら、温室効果ガス削

減と適応策を推進しています。 

 

（1） 気候変動に関する国際連合枠組条約（UNFCCC） 

気候変動に関する国際連合枠組条約（UNFCCC）は、1992 年 5 月のリオ・サミット（国連環境開発

会議）で採択され、温室効果ガス濃度を「危険な人為的干渉を防げる水準」に安定化させることを目

的としています。 

この条約を締約した国々による会議（COP）は、1995（H7）年から 2025（R7）年（2025 年は 11

月）現在までに 30 回実施されています。 

2015（H27）年の COP21 では、「パリ協定」が採択され、気温上昇を産業革命前比で 2℃未満、

1.5℃に抑える努力を追求する目標が設定されました。さらに 2018（H30）年の COP24 では、先進国

と途上国が共通ルールで温室効果ガス削減に取り組むことが合意されました。2021（R3）年以降の

COP の概要は表 1-1 のとおりです。 

 

表 1-1 2021（R3）年以降の COP の概要 

実施年 概要 

2021（R3）年 

COP26 

気温上昇を1.5℃までに抑えるためには、2030年頃までの排出削減が決定的に重要であると

いう認識が共有されました。 

2022（R4）年 

COP27 

2030年の削減水準を引き上げるための作業計画を作成することとなりました。 

途上国における気候変動の影響に対して基金の設置がされることになりました。 

2023（R5）年 

COP28 

基金は「気候変動の影響に特に脆弱な途上国」を支援対象と定められました。資金は先進国

に対して任意の提供を要請し、他の締約国にも推奨することとしました。 

⾧期目標の進捗状況を評価する仕組み（グローバル・ストックテイク）が採択されました。 

2024（R6）年 

COP29 

途上国向け気候資金の新たな目標設定が合意されました。損失と被害（Loss & Damage）対

応メカニズムの実装加速が大きく前進するとともに、Article 6（国際炭素市場）の運用ルー

ルが取りまとめられ、透明性と信頼性が向上しました。 

2025（R7）年 

COP30 

緩和・適応・資金・透明性・公正な移行・技術支援の各分野で新たな枠組みが立ち上がりま

した。適応分野では世界目標に関する指標検討が進み、公正な移行メカニズムや技術実施プ

ログラムの「ベレン・技術実施プログラム（TIP）」が開始され、途上国支援の強化と国際協

力の前進が明確に示されました。 

 

  



 

3 

第
1
章 

第
2
章 

第
3
章 

第
4
章 

第
5
章 
第
6
章 

第
7
章 

 

（2） 持続可能な開発目標（SDGs） 

持続可能な開発目標（SDGs）は、2015 年に国連で採択され、2030 年までに達成を目指す以下の 17

の国際目標です。特に、温室効果ガスの排出抑制と気候変動への適応策を推進する目標が設定されて

おり、国際的に再エネ導入・省エネ・都市強靱化・生態系保全等に取り組まれています。 
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1.1.2 国内の動向 

日本は国の⾧期・中期目標を軸に、地方公共団体が計画策定と実践を行い、新たな地域の創造や国

民のライフスタイルの転換によって、脱炭素社会を目指しています。 
 

（1） 国の温室効果ガス削減目標 

我が国の温室効果ガス削減目標は、国連気候変動枠組条約事務局へ提出された日本の NDC（国が決

定する貢献）において、以下のように設定されています。 
 

 
 

表 1-2 温室効果ガス別の目標・目安（単位：百万 t-CO2） 

  
2013 年度 

実績 

2030 年度 

（2013 年度比） 

2040 年度 

（2013 年度比） 

温室効果ガス排出量・吸収量 1,407 760（▲46％） 380（▲73％） 

 
エネルギー起源 CO2 1,235 677（▲45％） 約 360～370（▲70～71％） 

 

産業部門 463 289（▲38％） 約 180～200（▲57～61％） 

 
業務その他部門 235 115（▲51％） 約 40～50（▲79～83％） 

家庭部門 209 71（▲66％） 約 40～60（▲71～81％） 

 
運輸部門 224 146（▲35％） 約 40～80（▲64～82％） 

エネルギー転換部門 106 56（▲47％） 約 10～20（▲81～91％） 

 
非エネルギー起源 CO2 82.2 70.0（▲15％） 約 59（▲29％） 

メタン（CH4） 32.7 29.1（▲11％） 約 25（▲25％） 

 
一酸化二窒素（N2O） 19.9 16.5（▲17％） 約 14（▲31％） 

代替フロン等 4 ガス 37.2 20.9（▲44％） 約 11（▲72％） 

 

 

ハイドロフルオロカーボン（HFCs） 30.3 13.7（▲60％） 約 6.9（▲77％） 

パーフルオロカーボン（PFCs） 3.0 3.8（＋26％） 約 1.9（▲37％） 

 
六ふっ化硫黄（SF6） 2.3 3.0（＋27％） 約 1.5（▲35％） 

三ふっ化窒素（NF3） 1.5 0.4（▲70％） 約 0.2（▲85％） 

 温室効果ガス吸収源 － 47.7 約 84 

 二国間クレジット制度 

（JCM） 
－ 

官民連携で 2030 年度まで

の累積で、1 億 t-CO2 程度

の国際的な排出削減･吸収

量を目指す。我が国として

獲得したクレジットを我が

国の NDC 達成のために適

切にカウントする。 

官民連携で 2040 年度まで

の累積で、2 億 t-CO2 程度

の国際的な排出削減･吸収

量を目指す。我が国として

獲得したクレジットを我が

国の NDC 達成のために適

切にカウントする。 

出典：「地球温暖化対策計画」（令和 5年 2 月 18 日閣議決定） 






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（2） 地方公共団体のゼロカーボンシティの表明と地方公共団体実行計画（事務事業編）の策定 

脱炭素の取り組みは地方にも広がっており、ゼロカーボンシティ（2050 年までに二酸化炭素排出実

質ゼロを目指す自治体）の表明と地方公共団体実行計画（事務事業編）の策定が進められています。 

 

 

 

（3） 北海道における温室効果ガス排出量の削減に向けた取組状況 

北海道地球温暖化対策推進計画（第 3 次改訂版）では、2050 年までのゼロカーボン実現に向けた

2030 年までの分野別削減目標（表 1-3）をまとめています。 

（北海道の温室効果ガス削減目標の達成に向けた主な対策･施策は資料編の表 7-1 に示します。） 

 

表 1-3 分野毎の削減目標 

部門毎の削減目標(万 t-CO2) 2025 年度の目安 

(参考値) 

排出量 
部門 

2013 年度排出量

(基準年) 

2030 年度(目標年) 

排出量 削減量 削減割合 

産業 2,071 1,428 643 ▲31％ 1,617 

業務その他 1,010 579 431 ▲43％ 706 

家庭 1,519 801 718 ▲47％ 1,012 

運輸 1,260 907 353 ▲28％ 1,011 

エネルギー転換 350 241 109 ▲31％ 273 

非エネルギー二酸化炭素 341 302 39 ▲11％ 313 

メタン（CH4） 434 389 45 ▲10％ 402 

一酸化二窒素（N2O） 242 203 39 ▲16％ 214 

代替フロン等 4 ガス 142 80 62 ▲44％ 98 

森林吸収量 - -850 850 - -750 

農地土壌・都市緑化の吸収量 - -292 292 - -206 

合計 7,369 3,788 -3,581 ▲48％ 4,691 

出典：「北海道地球温暖化対策推進計画（第 3 次）改訂版」（令和 4 年 3 月） 

  

 ₂








